

































































































































































































































































































































































































































































































































































個L 人 研 究
止する。
　｛1）同日より，基隆・高雄の両港，市では，毎日午前
1時から午前5時までの間を外出禁止時間とし，特別
な許可を得ないものは一律に交通を遮断される。その
他の各都市は，必要時，当該各地の戒厳司令官が該地
の状況に応じてこれを実施する以外は，暫時夜間の外
出を禁止しない。
　②基隆・高雄i両市における各商店および公衆娯楽場
の営業は，午後12時までに停止しなければならない。
　㈲全省各地の商店や移動露店は，物価の吊上げ，ロ
ック・アウト，生活必需品の買占，または市場の擬乱
をしてはならない。
　（4）出入国する旅客は，本部の規定にしたがい出入国
手続をし並びに出入国の検査を受けなければならな
いo
　〔5）群衆を集めて集会を開き，ストライキ，授業放棄
およびデモ請願などの行動を厳禁する。
　（6）文字，スP一ガン，またはその他の方法でもって
デマをとばすことを厳禁する。
　（7）人民が槍弾，武器，または危険物品を携行するこ
とを厳禁する。
　（8｝人民は自宅にいるか外出するかをとわず，常時身
分証明書を所持し検査に備えなければならない。身分
証明書のないものはすべセ逮捕する。
　四戒厳期間中，治安の撹乱を企てつぎの行為のひと
つをなしたものは，法により死刑に処する，とする。
すなわち，
　〔1）デマをとばし群衆を惑わすこと。
　②群衆を集めて暴動をおこすこと。
　（3）金融を撹乱すること。
　｛4）強盗または財貨を強奪すること。
　（5）スト「ライキ，’ロックアウト，秩序を乱すこと。
　（6）学生ストを煽動しまたは公然と他人の犯罪を煽る
こと。
　｛7）交通・通信を妨害しまたは交通・通信器材を窃盗
すること。
　⑧公共用水や電気ガス事業を妨害すること。
　⑨放火・決水して公共の危険をきたすこと。
　（10＞許可を得ずして槍弾または爆発物を所持するこ
と。
　このような内容をもつ「戒厳法」をはじめ，「懲治
叛条令」（1949年6月），「鐵乱時期検粛匪喋（スパイ
摘発）条例」（1950年6月），「台湾省戒厳時期取締流
眠（ゴロッキ）－ ﾙ法」（1952年4月），「台湾省厳戒時
期軍法機関与法院審判案件画分弁法」（1952年5月），
その後「台湾省戒厳時期軍法機関自行審判及交法院審
判案件画分弁法」．と改称，さらに「台湾省戒厳期間新
聞紙・雑誌・図書管制弁法」（1953年7月）など，つ
きつぎと制定する。と・くに，1953年7月の「戒厳期間
新聞紙・雑誌。図書管制弁法」は，第2条で「新聞・
雑誌・図書・告示・標語およびその他の出版物は左記
各項の記事を載せてはならない」とし，①軍事新聞発
表機関の未発衰「軍事機密種類範囲内の命令」に属す
る各種の軍事情報。②国防・’ ｭ治・外交の機密に関す
るもの。③共匪のために宣伝する図書文字。④国家元
首を非難する図書・文字。⑤視聴を混乱させ民心士気
に影響を与え，または社会治安を危害する恐れのある
言論，⑥政府と人民の間の感情を挑発離間する図書・
文字。」を定める。そして第4条では「本省（中国民
国台湾省）発行の新聞・雑誌・図書およびその他の出
版物は，検査のために，必らず発行のとき本省保安司
令部に一部送付しなければならない」とし，第5条で
は「新聞・雑誌・図書およびその他出版物を台湾に売
込む場合は，必らず事前に主管管庁の許可を得なけれ
ばならない」とし，さらにまた，第6条では「書物・
雑誌の輸入は，本省保安司令部の検査を受けなければ
ならない」と定める。
　この規定によって，国内で発行された書物・雑誌
等，また国外で発行され送付される各種の出版物は，
必らず国家機関の検閲を受けることになる。
　ところで，1960年3月には国民大会幽（第3回）が，
1948年に制定した「動員鐡乱時期臨時条款」を一部修
正して，動乱時期においては，総統，副総統は三選禁
止の制限を受けないこと，臨時条款の修正，廃止は国
民大会が決定するということを決議した。
　つづいて，1967年2月には，この「動員鐡乱時期臨
時条款」第4項にもとついて「国家安全会議」が設け
られた。これによって，国防会議に属していた国家安
全局，戦地政務委員会は国家安全会議のもとに吸収さ
れた。国家安全会議の主席は総統があたり，下部機構
として，前述した国家安全局，戦地政務委員会のほかst
国家建設計画委員会，国家総動員委員会，国家科学委
員会を置いた。
　国家安全会議の任務はつぎのとおりである。
　（1働員，反乱鎮定に関する大方針の決定。
　②国防に関する重大政策の決定。
　（3｝国家建設計画綱要に関する決定。
　（4）総力戦に関する策定と指導事項。
　㈲国家動員に関する策定と監督指導。
　（6｝戦地政務に関する処理事項。
　（7｝その他，動員，反乱鎮定に関する主要事項の政策
決定。
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　国会安全会議の構成メンバーは，議長である総統ほ
か副総統，総統府秘書長，参軍長，戦略顧問委員会主
任委員，同主任委員，行政院長，同副院長，国防，外
交，財政，経済各部長，参謀総長，国家安全会議秘書
長および総統の指名する者となっている。．
　このメンバーによって決議された事項は，総統の認
定を経て，それぞれの主管機関に送付して実施に移さ
れる。したがって，この会議で決議された事項以外の
独自の院の決定は，安全会議に抵触しない範囲で実施
されることになる。
　5．　おわりに
　こうしてみてくると，中華民国憲法は，主権が国民
全体に～らることを宣言する（憲2条）。そのもとで憲
法の骨格に孫文の三民主義をおく。したがって，欧米
諸国にみられる人権保障と違った，いわゆる中華民国
の権利保障と解されよう。なかでも，自由権を2種に
わけ，国家の自由を個人の自由に優越させる思想およ
びその具体化は，国家の事態を危機的状況にあると認
識することによって，緊急処分，戒厳令を簡単に活用
し，恒久化することをも可能としている。
　統治構造については，総統のもとで，五権分立制を
採用していること事態中華民国憲法の特徴であること
はすでにのべたが，それぞれの機関は完全に独立して
いるわけではない。前述したように，立法院と行政院
との関係は，イギリスやわが国でみられるように，内
閣制（Cabinet　System）に近い形をとっているし，
また，総統の選出および権限行使の現実をみるときア
メリカ大統領制に近いものとなっている。その点で，
両者を総合してみると近年のフランス第5共和制の統
治制度に近い制度ということにもなろう。
　裁判制度は，司法院のもとに，最高法院，行政法
院，公務員懲戒委員会をおく。刑事・民事を扱う最高
法院，行政訴訟を扱う行政法院との区別は，西欧大陸
型裁判ないし明治憲法下の裁判制度と類似していると
いえる。しかし，公務員懲戒委員会において公務員を
対象とした懲戒裁判は中華民国憲法下の特徴といえよ
う。また，本文でのべたように，1980年7月より，裁
判官人事が行政院司法行政部から司法院に移されたこ
とは，裁判官の独立をより一層強めるものとして評価
されよう。さらにまた，戒厳令下であることもあっ
て，十分に機能しているとはいえないが，大法官会議
が違憲立法機関として設置されていることは，司法権
の役割を強めるものとして評価しえよう。
　そのほか中華民国憲法には，中央と地方の権限を具
体的に明記し，地方制度の組織運営方法などについて
もかなり詳細に定めているのが特徴的である。
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